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印   

 下記について見積条項に従い、次の金額で見積ります。 

なお、関係法令・貴市関係規定および裏面記載の契約条項に従い契約を履行します。 

 
 見積金額 

  百万  千  円 

          

 

 

契約金額 
  百万  千  円 

 

         

 課税事業者 

うち取引にかかる消費税及び地方消費税の額      円 

 免税事業者 

  契約金額は、見積金額に当該金額の 100分の 10を上積みした額（当該金額に１円未満の端数があるときは、 

その端数を切り捨てた額）です。 

 なお、契約相手方となった場合には、商号、所在地及び契約金額等を公表することがあります。 

 記 
 
事 業 名 称 城東区防災倉庫における建材中の石綿定性分析調査業務委託 

履 行 期 限 令和７年８月 29日 履 行 場 所 
城東区防災倉庫  

大阪市城東区中央１丁目３番６号 

履 行 方 法 別 紙 仕 様 書 の と お り そ の 他  

明 

細 
書 

名     称 形 状・寸 法・摘 要 数   量 

別紙仕様書のとおり   

   

   

   

（見積条項）    裏面のとおり 

本書のとおり契約を締結する。 
 

１ 契約方法           ２ 契約保証金 

  随意契約             契約金額の５/100以上 

 （金        円） 

地方自治法施行令         履行保証保険 

第 167条の２第１項第 号     免除 

支 

出 

科 

目 

年度 会計 

    

款 
 

  
項 

 
  
目 

 
用途    

節 
 

摘要 

   

細節 
 

  

起案 令和   ・   ・ 

決 
 

裁 

局長 部長 課長 課長代理 係長 係員 

決裁 令和   ・   ・ 

    

第     号 

 



 
見積条項 
１ 見積書は、その提出した見積書の書換、引換または撤回をすることができない。 

２ 価格決定に当たっては、見積書に記載された金額の 100分の 10に相当する額を加算した金額（加算した金額に 1円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てた額）をもって決定価格とするので、消費税及び地方消費税にかかる課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額を見積書に記載すること。 

３ 大阪市契約規則第 28条第 1項各号の 1に該当する見積は無効とする。 

４ 合計金額に 1円未満の端数があるときは、これを切り捨てること。 

５ 個人は本人、法人は代表者又はそれぞれの委任状を提出し、確認を受けた代理人が記名押印すること。 

契約条項 
（検査の時期） 

１ 大阪市（以下「発注者」という。）は、請負人（以下「受注者」という。）から給付の完了の通知を受けた日から工事については 14 日、

その他の給付については 10 日以内に検査を行う。 

（契約代金の支払い時期） 

２ 発注者は、受注者から適法な支払い請求を受けた日から工事については 40日、その他の給付については 30 日以内に契約代金を支払う。 

（受注者の履行遅延の場合における損害金） 

３ 受注者の責めに帰する理由により契約の履行を遅延した場合は、受注者は、大阪市契約規則（昭和 39 年大阪市規則第 18 号）第 56 条

の規定による延滞違約金を発注者に支払う。 

（発注者の契約代金支払いの遅延の場合における損害金） 

４ 発注者の責めに帰する理由により契約代金の支払いを遅延した場合は、発注者は、遅延日数に応じ、契約日における政府契約の支払遅 

延防止等に関する法律第 8条第 1項の規定に基づき財務大臣が決定する率を乗じて計算した額の遅延利息を受注者に支払う。 

（契約保証金の帰属等） 

５ 受注者の責めに帰する理由による履行遅延その他契約の不履行の場合においては、契約保証金を次のとおり処分する。 

(1)大阪市契約規則第 38 条の規定による。 

(2)大阪市契約規則第 61 条の規定により契約を解除したときは、契約保証金は、発注者に帰属する。 

（契約に関する紛争の解決方法） 

６ 本契約に関し紛争が生じた場合は、大阪市契約規則及び大阪市会計規則によることとし、万一、解決に至らないときは、発注者と受注

者とが協議のうえ定める第三者に仲裁を依頼する。 

  なお、この仲裁のために要した費用は、発注者と受注者とが平等に負担する。 

暴力団等の排除に関する特記事項 
１ 暴力団等の排除について 

(1) 発注者は、大阪市暴力団排除条例（平成 23年大阪市条例第 10号。以下「条例」という。）第 8条第 1項第 6号に基づき、受注者（受 

注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下同じ。）が条例第 2条第 2号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」 

という。）又は同条第 3号に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団密接関係者」という。）に該当すると認められた場合には、この契 

約を解除する。 

(2) 発注者は、条例第 8条第 1項第 7号に基づき、条例第 7条各号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」という。）が暴力団員又は 

暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、受注者に対して、当該下請負人等との契約の解除を求め、受注者が当該下請負人等 

との契約の解除の求めを拒否した場合には、この契約を解除する。 

(3) 受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をしては 

ならない。 

(4) 受注者は、下請負人等に、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他 

の契約をさせてはならない。 

また、受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はそ 

の他の契約をした場合は当該契約を解除させなければならない。  

(5) 第１号及び第 2号の規定により契約が解除された場合においては、受注者は、契約金額の 100分の 20に相当する額を違約金として発 

注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

(6)  受注者及び下請負人等は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者から条例第 9条に規定す 

る不当介入（以下「不当介入」という。）を受けたときは、速やかに、この契約に係る本市監督職員若しくは検査職員又は当該事務事業 

を所管する担当課長（以下「監督職員等」という。）へ報告するとともに、警察への届出を行わなければならない。 

また受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者から不当介入を受けたときは、当該下請負人等 

に対し、速やかに監督職員等へ報告するとともに警察への届出を行うよう、指導しなければならない。 

(7)  受注者及び下請負人等が、正当な理由なく本市に対し前号に規定する報告をしなかったと認めるときは、条例第 12条に基づく公表及 

び大阪市競争入札参加停止措置要綱による停止措置を行うことがある。 

(8)  受注者は第 6号に定める報告及び届出により、本市が行う調査並びに警察が行う捜査に協力しなければならない。  

(9) 発注者及び受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者からの不当介入により契約の適正な履行が阻害される 

おそれがあるときは、双方協議の上、履行日程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他必要と認められる措置を講じることとす 

る。 

２ 誓約書の提出について 

  受注者及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書を提出しなければならない。 

ただし、発注者が必要でないと判断した場合はこの限りでない。 



 

仕 様 書 

 

本仕様書は、大阪市城東区役所（以下「発注者」という。）が委託する次の業

務について適用する。 

 

１ 件名 

城東区防災倉庫における建材中の石綿定性分析調査業務委託 

 

２ 履行場所 

城東区防災倉庫 大阪市城東区中央１丁目３番６号 

  

３ 履行期限 

令和 7年 8月 29日（金） 

 

４ 業務概要 

本業務は、対象施設において、改修工事等を実施するにあたり、大気汚染

防止法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例における石綿飛散防止対

策の実施要否等を判断する必要があるため、当該施設における建材中のアス

ベスト含有について定性分析を行う。 

 

５ 業務内容 

（１）試料の採取、分析 

① 試料採取の実施にあたっては、別表 1.2 とおりとし、採取箇所の詳細位

置については発注者と協議のうえ決定する。 

② 調査対象について、１つの調査対象につき施工部位の３か所から試料を

採取し、これらを合わせて１検体とする。 

③ 建物解体を目的とした事前調査のため、建築用仕上塗材については仕上

塗材及び下地調整塗材を採取すること。 

④ 試料採取にあたっては、厚生労働省アスベスト分析マニュアル【1.20版】

第１章建築物の解体・改修作業に係る石綿の事前調査方法 1.8.2 石綿を

含む可能性のあるものの種別による試料採取の注意事項を参照のうえ、

実施すること。 

（２）分析項目 

試料中のアスベスト（クリソタイル、アモサイト、クロシドライト、ト 

レモライト、アクチノライト及びアンソフィライトの６種類）含有の有無 

についての定性分析 

 

６ 業務実施資格者 

（１）試料採取は、次のいずれかに該当する者が行うこと。 

・建築物石綿含有建材調査者講習登録規程に基づく講習を修了した建築物 



 

石綿含有建材調査者 

・石綿作業主任者技能講習修了者のうち石綿等の除去等の作業の経験を有 

する者 

・日本アスベスト調査診断協会に登録された者 

（２）分析は、次のいずれかに該当する者が行うこと。 

・公益社団法人日本作業環境測定協会が実施する「石綿分析技術評価事業」 

により認定されるＡランク、またはＢランクの認定分析技術者 

・公益社団法人日本作業環境測定協会が実施する「石綿分析技術評価事業」 

により認定される定性分析に係る合格者 

・一般社団法人日本環境測定分析協会が実施する「アスベスト偏光顕微鏡実 

技研修（建材定性分析エキスパートコース）」修了者 

・一般社団法人日本環境測定分析協会が実施する「建材中のアスベスト定性 

分析技能試験（技術者対象）」の合格者 

・一般社団法人日本環境測定分析協会が認定する「アスベスト分析法委員会 

認定ＪＥＭＣＡインストラクター」 

・一般社団法人日本繊維状物質研究会が実施する「石綿の分析精度確保に係 

るクロスチェック事業」により認定される「建築物及び工作物等の建材中 

の石綿含有の有無及び程度を判定する分析技術」の合格者 

 

７ 業務の実施 

（１）作業計画書の作成 

・業務着手に先立ち、試料採取手順、分析方法等をまとめた作業計画書 

を作成し、発注者の承諾を受けること。 

（２）試料の採取、分析 

・試料の採取にあたっては発注者と、日時等の調整を十分に行うこと。 

・試料の採取か所は、発注者の指示する場所とし、試料採取数、分析検体 

数は別表に示すとおりとする。なお、採取場所は、手の届く場所を基本と 

し、庇裏等については脚立足場等により行うものとする。ただし、その費 

用は受注者の負担とする。 

・試料の採取は、粉じんが飛散しないように採取面を常に湿潤状態に保ち 

ながら行うこと。また、試料採取後は飛散防止固化材等により採取痕を 

固化すること。 

・採取にあたっては、防じんマスク、手袋、保護衣（JIS T 8115 浮遊固体 

粉じん防護用密閉服タイプ５又は同等品）を着用し作業すること。 

・アスベストの含有分析は、JIS A 1481-1または、同 A 1481-2による測 

定方法を用いること。 

・分析結果は確定次第、電子メールまたは FAXにて速報を提出すること。 

・試料の採取状況、採取痕の固化状況、採取試料、分析状況及び防じんマス 

ク、手袋、保護衣の着用状況等は、黒板等を用い工程写真を撮影し提出す 



 

ること。 

 （３）報告書（成果物）の提出 

     ・測定分析結果及び記録事項    ２部提出 

   ・試料採取、分析等の工程写真   ２部提出 

 

８ 再委託等の取扱いについて 

（１）業務委託契約書に規定する「主たる部分」とは次のいずれかに該当するも 

のをいい、受注者はこれを再委託することはできない。 

・業務委託における総合的企画、業務遂行管理、業務の手法の決定及び 

技術的判断等 

・本仕様書「７ 業務の実施」に記載の業務 

（２）受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、トレース、資料整理などの簡

易な業務の再委託にあたっては、発注者の承諾を必要としない。 

（３）受注者は、上記（１）、（２）に規定する業務以外を再委託する場合は、あ

らかじめ書面により発注者の承諾を得なければならない。 

（４）地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号の規定に基づき、契約の性

質又は目的が競争入札に適さないとして、随意契約により契約を締結し

た委託業務においては、発注者は、前項に規定する承諾の申請があったと

きは、原則として業務委託料の３分の１以内で申請がなされた場合に限

り、承諾を行うものとする。ただし、業務の性質上、これを超えることが

やむを得ないと発注者が認めたとき、又は、コンペ方式若しくはプロポー

ザル方式で受注者を選定したときはこの限りではない。 

（５）受注者は、業務を再委託に付する場合、書面により再委託の相手方との契 

約関係を明確にしておくとともに、再委託の相手方に対して適切な指導、 

管理の下に業務を実施しなければならない。 

なお、再委託の相手方は、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく 

停止措置期間中の者、または大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づ 

く入札等除外措置を受けている者であってはならない。 

 

９ その他 

（１）試料については、調査終了後、受注者の責において適切に処分すること。 

（２）応札にあたっては本仕様書を十分検討し、疑義のある場合は当局担当者 

によく質し、その内容を熟知のうえ応札するものとする。なお、契約後 

における本仕様書の疑義は当局の解釈によるものとする。 

（３）契約締結後、すみやかに事業担当へ単価のわかる内訳明細書を提出する 

こと。 

 

10 担当 

   城東区役所総務課（総務）（担当：橋本・中地） 



 

 

別表 1 

 

※試料は場所ごとに 3か所から採取し、これを１検体とする。（計２検体） 

※試料採取後の復旧は簡易復旧とする。なお、防水処置を要する部分防水 

補修材を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

試料番号 場 所 使用箇所 建材名 

①  １階 もと身障者用便所 床 タイル 

②  １階 ホール 内壁 吹付ロックウール 



 

 

別表 2 

■１階 平面図 
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別表 2 

 

■立面図 
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暴力団等の排除に関する特記仕様書 

１ 暴力団等の排除について     

(1) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下同じ。）は、 

  大阪市暴力団排除条例（平成 23 年大阪市条例第 10 号。以下「条例」という。）第 2条第 2 

号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第 3号に規定する暴力団密接 

関係者（以下「暴力団密接関係者」という。）に該当すると認められる者と下請契約、資材・ 

原材料の購入契約又はその他の契約をしてはならない。 

(2) 受注者は、条例第 7条各号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」という。）に、暴 

力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入 

契約又はその他の契約をさせてはならない。 

また、受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる 

者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をした場合は当該契約を解除さ 

せなければならない。  

(3) 受注者は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めら 

れる者から条例第 9条に規定する不当介入（以下「不当介入」という。）を受けたときは、 

速やかに、この契約に係る本市監督職員若しくは検査職員又は当該事務事業を所管する担 

当課長（以下「監督職員等」という。）へ報告するとともに、警察への届出を行わなければ 

ならない。 

また受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者 

から不当介入を受けたときは、当該下請負人等に対し、速やかに監督職員等へ報告すると 

ともに警察への届出を行うよう、指導しなければならない。 

(4) 受注者及び下請負人等が、正当な理由なく本市に対し前号に規定する報告をしなかった 

と認めるときは、条例第 12 条に基づく公表及び大阪市競争入札参加停止措置要綱による停

止措置を行うことがある。 

(5) 受注者は第 3号に定める報告及び届出により、本市が行う調査並びに警察が行う捜査に 

  協力しなければならない。 

(6) 発注者及び受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者からの 

不当介入により契約の適正な履行が阻害されるおそれがあるときは、双方協議の上、履行 

日程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他必要と認められる措置を講じること 

とする。 

 

２ 誓約書の提出について 

    受注者及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書を提出しな

ければならない。ただし、発注者が必要でないと判断した場合はこの限りでない。 

 



 



 

グリーン配送に係る特記仕様書  

 

１ 本契約に基づき物品等を大阪市に納入する際には、車種規制非適合車以外の自動車である、

大阪市グリーン配送適合車（以下「グリーン配送適合車」という。）を使用しなければなら

ない。 

 

 

なお、物品配送業務を他人に委託するときは、受託人の使用する自動車についてグリーン

配送適合車の使用を求めること。 

２ 本契約締結後速やかに、本市が別途定める様式により、物品配送業務に使用する自動車

がグリーン配送適合車である旨の届出を環境局環境管理部環境規制課あて行うこと。 

ただし、既に本市に届出済みの自動車を使用する場合又は次の各号に定める自動車を使

用する場合はこの限りではない。 

(1) 大阪府グリーン配送実施要綱に基づく大阪府グリーン配送適合車 

(2) 神戸市グリーン配送ガイドラインに基づく神戸市グリーン配送適合車 

３ 本市に届出済みのグリーン配送適合車に、グリーン配送適合ステッカーを貼付すること。 

４ 物品等を納入した際に、本市職員が確認のため「グリーン配送適合車届出済証」等の提

示を求めた場合には、協力すること。 

 

 

大阪市グリーン配送に関する問合せ 
 
大阪市環境局環境管理部環境規制課 
 自動車排ガス対策グループ 
電 話：０６－６６１５－７９６５ 

注 「車種規制非適合車」とは「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域に

おける総量の削減等に関する特別措置法（自動車 NOx・PM法）」に定める窒素酸化物排出基

準又は粒子状物質排出基準に適合しない自動車である。 


